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【要　旨】

販売，配送，メンテナンス，修理などの生産後サービスを自社のみ
で行うのか，他社にも行うことができるようにするのか，あるいは他
社にアウトソースして自社では行わないのか．これは全ての最終材生
産企業が行うべき重要な戦略的意思決定であり，その意思決定が消費
者，さらには社会に与える影響は，競争政策上重要な意味を持つ．本
稿では，この問題について筆者らが行ってきた理論分析，すなわち，多
くの耐久財にとって重要な生産後サービスの一つであるメンテナンス
に焦点をあてて分析するMorita and Waldman (2004, 2010)と，生産
後サービスのアウトソーシングを国際貿易の文脈で分析する Ishikawa,
Morita, and Mukunoki (2010, 2016) の理論分析を総括し，競争政策
への含意を議論する．
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Abstract
Should a company handle post-production services such as sales, delivery, mainte-

nance, and repair exclusively in-house, allow other companies to perform these services,
or outsource them entirely and not perform them itself? This is a critical strategic de-
cision that all final goods manufacturers must make, and its impact on consumers and
society has significant implications for competition policy. This paper summarizes the
theoretical analyses conducted by the authors on this issue, focusing on maintenance as
one of the key post-production services for many durable goods (as analyzed in Morita
and Waldman, 2004, 2010) and the outsourcing of post-production services in the con-
text of international trade (as analyzed in Ishikawa, Morita, and Mukunoki, 2010, 2016).
Finally, we discuss the implications of these analyses for competition policy.
JEL Classification Codes: L10, L40
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1. イントロダクション

企業活動は最終財を生産して終わりではない．生産された財の価値を最大化するには，生産後に
販売・配送，メンテナンス，修理サービスの提供などのさまざまな事業活動（生産後サービス）を
効果的に実行する必要がある．これは，戦略的経営の分野で広く受け入れられている見解である．
例えば，Porter (1985)は，企業の主な活動は，インバウンド物流，オペレーション，アウトバウ
ンド物流，マーケティングと販売，およびサービスに分類できると指摘した．Porterの分類では，
アウトバウンド物流とは，生産した財の集積・保管，および購入者への物理的な配送に関連する活
動を意味し，マーケティングおよび販売は，購入者が財を購入できる手段の提供と購入への誘導に
関連する活動を意味し，サービスは財の価値を向上または維持するためのサービスの提供に関連す
るものを意味する．
販売，配送，メンテナンス，修理サービスなどの生産後サービスを自社で行うか，その（一部を）

他の企業にアウトソースするか，の選択は，すべての最終財生産者が行うべき重要な戦略的決定
である．本稿の目的は，この問題について筆者らが行ってきた理論分析 (Morita and Waldman,
2004, 2010; Ishikawa, Morita, and Mukunoki, 2010, 2016) を総括し，その競争政策への含意を
議論することにある．なお，総括論文としての性格上，本稿ではそれぞれの理論分析との関連文献
への言及は必要最小限に留め，詳細については元論文を参照していただくこととしたい．

2. 耐久財生産企業によるメンテナンス市場の独占

Morita and Waldman (2004, 2010) は，多くの耐久財にとって重要な生産後サービスの一つ
である製品のメンテナンスに焦点をあてた理論分析を行った．多くの裁判において，Kodak や
General Electricなどの企業が自社製品のメンテナンスマーケットを独占しているとの訴えがなさ
れている．これらの裁判における典型的な訴えは，耐久財を生産する企業が，自社製品をメンテナ
ンスするために必要不可欠なスペアパーツをメンテナンス業者に販売しないことでメンテナンス市
場を独占し，その結果，消費者は自らが購入した耐久財のメンテナンスをその耐久財を生産した企
業から購入せざるを得なくなるというものである．

2.1 Morita and Waldman (2004)：独占的耐久財生産企業と時間不整合問題
Morita and Waldman (2004)は，耐久財生産企業によるメンテナンス市場独占の新たな理由を

探り，リースと同様に，メンテナンス市場の独占が独占的耐久財生産企業にとって時間不整合の問
題を軽減または解消することによりその利益を増加させる方法であることを示した．この結果の論
理を理解するために，まず Bulow (1982)で分析された 2期間モデルを考える．このモデルでは，
独占企業が完全な耐久性を持つ財を第 1 期および第 2 期に生産することができるが，第 1 期にお
いて第 2 期の生産量にコミットすることはできない．第 1 期に生産された新品の耐久財は第 2 期
に中古品となるが，すべての中古品が使用可能であり新品と同一の品質を保つという意味でこの財
は「完全な耐久性」を持つ．

Coase (1972)の議論に基づき，Bulowは独占企業がその製品を（リースするのではなく）販売
する場合，第 2期の生産量に関して時間不整合の問題に直面することを示している．この問題を理
解するために，第 2期当初において企業が第 2期に生産販売する数量を決定する際，第 1期に生産
販売された新品が中古品となって消費者に所有されていることが重要である．企業が第 2 期に生
産販売する数量を増やせば増やすほど，第 2期において使用可能な製品（新品と中古品）の数量が
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増加するため中古品の市場価値は低下するが，中古品は消費者が所有しているため，企業は自らの
意思決定が中古品の市場価値に及ぼす影響を自らの第 2 期の利益に及ぼす影響として内部化しな
い．このため，第 1 期に第 2 期の生産量にコミットできる場合に比して，企業の第 2 期の生産量
は多くなり，したがって第 2期の中古品の市場価値は低くなる．これが企業が直面する第 1期と第
2期の間の時間不整合の問題である．消費者は，第 1期に購入した新品が第 2期に中古品となった
時の市場価値が時間不整合の問題により低下することを予想するため，第 1期に新品を購入するた
めに支払う金額が，企業が将来の生産量にコミットできる場合に比して少なくなる．その結果，時
間不整合の問題がこの企業の総利益（第 1期と第 2期の利益の合計）を低下させることになる．

Bulow (1982)は，この独占企業が製品を販売するのではなくリースすることで時間不整合の問
題を解決し総利益を増加させることができることを示した．リースの場合，第 2期当初において企
業が第 2期に生産しリースする新品の数量を決定する際，第 1期に生産しリースされた新品が中古
品となっているが，それら中古品の所有権は企業自身に帰属する．これが中古品の所有権が消費者
に所属する販売の場合とリースの場合の重要な相違点である．したがって，リースの場合，企業は
第 2 期において生産しリースする数量の決定が中古品の市場価値に及ぼす影響を自らの利益に及
ぼす影響として内部化する．これが時間不整合の問題を解決し，企業の総利益の向上につながるの
である．

Morita and Waldman (2004)の主要なポイントは，リースと同様に，メンテナンス市場を独占
することが，耐久財生産企業にとって時間不整合の問題を軽減または解消する方法であることを示
した点にある．これを理解するために，一旦 Bulow (1982)のモデルに戻ろう．このモデルでリー
スが時間不整合の問題を解決する理由は，リースの場合，中古品の所有権は企業自身に帰属するた
め，企業は第 2期において生産しリースする数量の決定が中古品の市場価値に及ぼす影響を自らの
利益に及ぼす影響として内部化するからであった．
ここで，中古品が新品と同じ品質を保つためには一定量のメンテナンスを施すことが必須であ
り，メンテナンスが施されないと中古品の品質はゼロであるとする．そして，企業は製品を販売す
ることはできてもリースすることはできず，第 1期において第 2期の生産量にコミットすることも
できないとし，また，自社製品のメンテナンス市場を独占しているとする．この設定のもとで，企
業が第 1期に生産販売した新品は第 2期当初に中古品となって消費者に所有されているものの，中
古品はメンテナンスなしでは品質ゼロであるため，メンテナンスの独占的な供給者である企業が，
それら中古品の「事実上の」所有者であるとみなすことができる．したがって企業は，第 2期当初
に新品とメンテナンスの販売量を決定する際，メンテナンスを供給することによる利益を独占的に
享受できるため，それら販売量が中古品の市場価値に及ぼす影響を自らの第 2期利益として内部化
する．これが，リース同様，メンテナンス市場の独占が企業にとっての時間不整合の問題を解決す
ることにつながる．
これに対し，耐久財生産企業以外にも多数のメンテナンス業者がその耐久財のメンテナンスを行
うことができ，メンテナンス市場が完全競争的である場合を考えよう．この場合には，第 2期にお
けるメンテナンス価格がメンテナンスを行うことによる利益がゼロとなるレベルまで低下し，第 2
期に中古品を所有する消費者はその中古品のメンテナンスを依頼して使用することにより正の消費
者余剰を得ることができる一方，耐久財生産企業はメンテナンスの販売から利益を得ることができ
ないため，時間不整合の問題は解決されない．
このように，耐久財生産企業は，製品をリースできずに販売しなければならない場合でも，メン
テナンス市場を独占することで時間不整合の問題を解決して利益を増大させることができる．この
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利益の増大は，企業の総生産量（第 1期と第 2期の合計）を減少させることで達成されるため，メ
ンテナンス市場が完全競争的な場合に比して，消費者余剰および総余剰は減少することになる．し
たがって，Morita and Waldman (2004)のモデルは，独占的な耐久財生産企業によるメンテナン
ス市場の独占は競争政策当局が消費者および社会の厚生を低下させる行為として問題視し監視すべ
き対象であることを示唆する．なお，Morita and Waldman (2004)のモデルとその分析の詳細に
ついては第 4節を参照されたい．

2.2 Morita and Waldman (2010)：耐久財生産企業が市場支配力を持たない場合
では，耐久消費財生産企業による自社製品メンテナンス市場の独占は禁止されるべきなのだろ

うか？ この問題に対する関心の多くは，1992年の米国最高裁判所の Eastman Kodak Company
v. Image Technical Services, Inc. et al.の判決に由来する．この事件では，Kodakが自社製のコ
ピー機やマイクログラフィック機器のメンテナンスを行うために必要不可欠なスペアパーツをメン
テナンス業者に販売しないことにより，自社製品のメンテナンスを Kodak自身にしか行えない状
態にすることでメンテナンス市場を独占しているとされた．米国最高裁判所は，たとえ Kodakが
コピー機やマイクログラフィック機器新品市場で市場支配力を持っていないとしても，自社製品の
メンテナンス市場での行動が独占禁止法上問題となる行為たり得ると判断した．そして裁判所は，
Kodak がメンテナンス業者にスペアパーツを販売しないという行動が，独占禁止法違反である可
能性があると結論づけた．
ここで米国最高裁判所の判決が，「たとえ Kodakがこれら機器の新品市場で市場支配力を持って
いないとしても」という条件のもとで下されている点が重要であり，独占的な耐久財生産企業の行
動を分析するMorita and Waldman (2004)の結果は，市場支配力を持たないケースにはそのまま
適用できない．そこでMorita and Waldman (2010)は，耐久財生産企業が新品市場で市場支配力
を持たない場合に関して，メンテナンス市場の独占が消費者および社会の厚生に及ぼす影響を検討
している．この論文のモデルは，Schmalensee (1974), Su (1975)，および Rust (1986)が提示分
析した，メンテナンス市場が競争的である独占耐久財市場の理論モデルに基づいている．それらの
論文は，独占企業が買い替え用の耐久財に限界費用を上回る価格を設定する一方で，メンテナンス
価格が競争的市場において限界費用に等しく設定されるため，消費者は効率的でないほど頻繁に自
身が所有する中古耐久財をメンテナンスして消費するようになり，そのことが社会的厚生を低下さ
せる．
我々は，耐久財市場およびメンテナンス市場の両方が競争的であるが，スイッチングコストが存
在する状況を考察する．スイッチングコストのため，耐久財の生産者は買い替え用の耐久財で市場
支配力を持つ．その結果，メンテナンス市場が独占化されていない場合には買い替え用の耐久財価
格が限界費用を上回り，前述の状況と同様に，中古耐久財が効率的でないほど頻繁にメンテナンス
され，社会的余剰と消費者余剰が減少する．耐久財市場が競争的な環境では，すべての余剰が消費
者に還元されるため，競争的なメンテナンス市場は消費者余剰を減少させる．一方，耐久財生産企
業が自社製品のメンテナンス市場を独占化すると，メンテナンス／耐久財買い替えに関する歪みを
回避でき，社会的および消費者余剰が増加する．結果として，消費者余剰が増加するため，耐久財
生産企業が自社製品のメンテナンス市場を独占することが消費者にとって好ましいことになる．

Morita and Waldman (2010)のモデルは無限期間モデルだが，ここではそれを 2期間に簡略化
した概略以下のようなモデルを検討し，定性的には無限期間モデルと同様の結果を示してその政策
含意を検討する．この 2 期間モデルの各期において耐久財生産企業が完全競争的市場において耐



6 経 済 研 究

久財を生産販売する．すべての企業の生産コストは同一であり，一定の限界費用 c (> 0)で新品を
生産できる．第 1 期および第 2 期のそれぞれにおいて，企業は参入コストゼロで自由に参入でき
る．第 1期に生産された耐久財は 1期には新品，2期には中古品として 2期間持続したのち，価値
ゼロでスクラップされる．中古品は必要なレベル m (≥ 0) のメンテナンスを受ければ新品と全く
同じ品質であるが，そのレベルのメンテナンスを受けなければ財としての価値がなくなる．新品は
メンテナンス不要とする．第 2期に生産された新品は，中古品となることなく第 2期の最後に価値
ゼロでスクラップされてモデルは終わる．第 2期において中古品を取引する市場は存在しない．
メンテナンスに関しては，その耐久財が第 2期に中古品となった時に必要とするメンテナンスレ
ベル mは不明であるが，いずれの耐久財に関しても，mが確率密度関数 f(.) にしたがって分布し
ていることは周知の事実である．それぞれの耐久財が中古品となる第 2期のはじめに mが実現し
その中古品を所有する消費者のみがmの実現値を知る．耐久財生産企業が m レベルのメンテナン
スを自社製の耐久財に供給するための一定の限界費用を mとする．さらに，メンテナンスに特化
した業者が完全競争的市場において同じく一定の限界費用 mでメンテナンスを供給できる．ただ
し，メンテナンス業者が耐久消費財のメンテナンスを供給できるのは，その耐久財を生産した企業
が自社製品のメンテナンス市場を独占しないことを選択した場合に限る．
消費者に関しては，各期のはじめに一定数の消費者が生まれて市場に参入し，第 2期の終わりま
で生きる．各消費者は，各期において 1単位または 0単位の耐久財を消費する．第 1期に A社の
耐久財を消費した消費者が第 2期に A社と異なる B社の耐久財を消費する場合，同じ A社の耐久
財を消費する場合に比べて，効用がスイッチングコスト ∆(>0) の分だけ低くなる．スイッチング
コストの一例として，消費者が耐久財を使用する際にその耐久財を生産した企業に特有の使用方法
に習熟するための時間と労力があげられる．実際，上記の Eastman Kodak Company v. Image
Technical Services, Inc. et al.の判決に先立つ審議において，消費者が Kodak製のコピー機やマ
イクログラフィック機器を使用するに際して Kodak製品特有の使用方法に習熟するためにかなり
大きな初期コストが必要であることが原告側から指摘されており（詳細は Morita and Waldman
(2010)の脚注 2を参照），これもスイッチングコストの一例と解釈できる．
各耐久財生産企業は第 1期において第 2期における自社の価格設定（新品価格およびメンテナン
ス価格）にコミットすることはできないものとし，メンテナンス市場に関して二つのケースを比較
検討する．第一は，第 2期のはじめに各耐久財生産企業が自社製品のメンテナンス市場を独占する
か否かを選択できるケースである．この場合，均衡において第 1期に耐久財を販売したすべての企
業は，第 2期にメンテナンス市場を独占することを選択した上で，新品価格は P2= c + ∆ を提示
する．また，メンテナンスについては，c またはそれ以下のレベルのメンテナンス (m ≤ c)につい
ては価格 Pm= c + ∆ を，c を超えるレベルのメンテナンスについては c + ∆を超える価格 Pm

>c + ∆ を提示する．
この価格提示のもとで，第 1期に A社の耐久財を購入消費した消費者は，A社製品に関するス
イッチングコスト ∆(>0)があるため，A社から新品を価格 P2 = c + ∆で購入するという選択肢
と，第 2 期に新規参入した企業が完全競争的市場で新品を販売する価格 P′

2 = c で A 社以外の企
業から新品を購入するという選択肢との間で無差別である．また，レベル m のメンテナンスを A
社から購入して中古品を消費するという選択肢に関しては，m ≤ c の場合にはメンテナンス価格
が Pm = c + ∆ なので A社から新品を価格 P2 = c + ∆で購入するという選択肢と無差別であ
るが，m > cの場合にはメンテナンス価格が Pm > c + ∆ なので A社から新品を価格 P2 = c +
∆で購入するという選択肢のほうが得られる効用が大きい．
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この結果，均衡において，第 1期に耐久財を購入消費した消費者は，第 2期において m ≤ cの
場合には価格 Pm = c + ∆ でメンテナンスを，m > cの場合には価格 P2 = c + ∆ で新品を，第
1期の耐久財購入先企業から購入する．メンテナンスコストが新品生産コストを超えない場合はメ
ンテナンスを，超える場合は新品購入を，それぞれ選択するこの消費者行動は，耐久財消費のため
のコストを最小化するものである．そして，このコスト効率的な選択から得られる最大限可能な支
払額，1単位の耐久財消費あたり c + ∆，はすべて耐久財生産企業が収入として得る．したがって
企業は，収入からコストを差し引いたものとしての第 2期利益を，メンテナンス市場を独占するこ
とで最大化するのである．
つぎに第二のケースとして，各耐久財生産企業が自社製品のメンテナンス市場を独占することが
許されず，第 2期にメンテナンス業者が完全競争的市場において一定の限界費用 mでメンテナン
スを供給できる場合を考える．この場合，均衡におけるメンテナンス価格は，完全競争により限界
費用と等しい Pm = m となる．したがって，第 1期に耐久財を販売した企業は，第 2期のメンテ
ナンス販売から利益を得ることはできない．ここでもし，それら企業が新品価格 P2 を限界費用 c
と等しく P2 = c と設定すれば，第 1期に耐久財を購入消費した消費者は，上記のメンテナンス市
場独占の場合と同様，m ≤ cの場合はメンテナンス，m > cの場合は新品，という選択をすること
で耐久財消費のためのコストを最小化することになる．しかし，P2 = c と設定すれば企業の第 2
期利益はゼロとなるのに対して，消費者が A社以外の製品を消費することにより被るスイッチン
グコスト∆(>0)があるため，P2 を第 2期に新規参入した企業が新品を販売する価格 P′

2 = cより
も高い，しかし c+∆を超えない，レベルに設定することで新品販売から第 2期に正の利益を得る
ことができる．このため，新品の均衡価格 P2 は c < P2 ≤ c + ∆を満たすレベルになる．
この結果，均衡において，第 1期に耐久財を購入消費した消費者は，第 2期においてm ≤ P2 の
場合には価格 Pm = m でメンテナンスを，m > P2 の場合には価格 P2 で新品を，第 1期の耐久
財購入先企業から購入する．ここで c < P2 (≤ c + ∆) であることから消費者は，メンテナンス
コストが新品生産コストをある程度超える場合でもメンテナンスを選択することになるため，この
消費行動は耐久財消費のためのコストを最小化するものではない．一方で企業は，第 1期に自社の
耐久財を購入した消費者のうち，第 2期において m ≤ P2 であり メンテナンスを購入する消費者
からは利益を上げることができない．したがって，第 1期に耐久財を生産販売した企業が第 2期に
あげる収入はメンテナンス市場を独占した場合に比べて少なく，またその収入を上げるためのコス
トは大きくなり，したがって，第 2期利潤は少なくなることがわかる．
メンテナンス市場の独占が許されている場合，第 1期に耐久財を生産販売する企業は第 2期に自
社製品のメンテナンス市場を独占することにより第 2 期利潤を最大化する．消費者は第 1 期に耐
久財を購入する際にこれを予測するため，完全競争市場で第 1期に販売される耐久財の価格は各企
業が第 2 期に上げる利潤を反映したものとなり，均衡における各企業の総利益（第 1 期と第 2 期
利益の合計）はゼロとなる．メンテナンス市場の独占が許されていない場合にも，消費者はメンテ
ナンス市場が完全競争的な状況で耐久財生産企業が第 2期に上げる利潤を予測し，それを反映した
第 1期価格で耐久財を購入，各企業の均衡における総利潤はゼロとなる．
メンテナンス市場の独占が許されている場合も許されていない場合も，完全競争下において耐久
財生産企業の利潤はゼロとなり，また，メンテナンス市場の独占が許されない場合にメンテナンス
から得られる利潤も完全競争下でゼロになる．すると，耐久財生産企業が市場支配力を持たない
このモデルでは，耐久財消費に関わる余剰は，すべて消費者が消費者余剰として享受することに
なる．
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では，均衡における消費者余剰はメンテナンス市場が独占される場合とされない場合とで，どち
らが大きくなるだろうか？ この問いに答える鍵は，耐久財消費のためのコスト効率性にある．す
なわち，既に述べたとおり，メンテナンス市場独占の下では，各消費者がメンテナンスコストが新
品生産コストを超えない場合はメンテナンスを，超える場合は新品購入を，それぞれ選択すること
で耐久財消費のためのコストを最小化する一方，メンテナンス市場が完全競争である状況下では，
メンテナンスコストが新品生産コストをある程度超える場合でもメンテナンスを選択するような消
費行動をとるため，耐久財消費のためのコストが最小化されない．総余剰がすべて消費者余剰とな
るためコスト効率の高さはそのまま消費者余剰の高さにつながり，したがって，メンテナンス市場
が独占される場合のほうが消費者余剰が大きくなるのである．

1992年に米国最高裁判所が Eastman Kodak Company v. Image Technical Services, Inc. et
al.の判決において，「たとえ Kodakがこれら機器の新品市場で市場支配力を持っていないとして
も，自社製品のメンテナンス市場での行動が独占禁止法上問題となる行為たり得る」との判断を下
したのに対して，Morita and Waldman (2010)のモデルは，「Kodakがこれら機器の新品市場で
市場支配力を持っていない場合，自社製品のメンテナンス市場を独占することが独占禁止法上問題
とはならない可能性がある．」ことを例示するものとして注目に値する．

3. 生産後サービスのアウトソーシングに関する貿易理論分析

顧客との距離の近さは生産後サービスにとって重要な要素であるため，距離の離れた外国に輸出
を行う企業にとって，生産後サービスを自社で実行するか，その（一部を）他の企業にアウトソー
スするか，という問題は国際貿易の文脈では特に重要になる．外国の生産者が生産後サービスを，
同種の製品を生産する国内の競合企業にアウトソースする事例が多くある．その一方で，外国の生
産者が生産後サービス分野への海外直接投資 (Foreign Direct Investment, FDI) を行う事例も多
く見られる．すなわち，外国の生産者が国内に現地法人を設立し，生産後サービスを自ら提供する
わけである．さらに，国内の競合企業が，外国企業との契約なしに自ら外国企業の製品の修理サー
ビスを提供する場合もある．
輸出企業は，財の貿易のみならず生産後サービスの提供に対しても，輸出先の国の貿易・投資
政策に影響を受けることになる．財の貿易に関しては，関税と貿易に関する一般協定 (GATT)や
GATTに基づいて 1995年に設立された世界貿易機関 (WTO)での多国間交渉の進展や，自由貿易
協定や関税同盟といった地域貿易協定の締結により，各国で財貿易の自由化が大幅に進展し，多く
の国が関税率を低下させ，また低い関税率を維持することに取り組んでいる．しかし，サービス貿
易の分野については，GATTウルグアイ・ラウンド交渉の結果，1995年にサービス貿易一般協定
(GATS) が発効したものの，自由化は遅れている．例えば，WTO によれば，GATS に基づいて
流通サービスの自由化に関して何かしらの約束をしたWTO加盟国はわずか 82ヵ国であると報告
している1)．こうしたサービス貿易の自由化の遅れは，規制上の障害により，外国企業が依然とし
てサービス FDIのために多額の追加費用を負担しなければならないことを意味している．例えば
Melitz (2003)は，輸出企業は外国に新しい流通チャネルを確立し，輸出先国の規制に対応する必
要があることが，輸出企業にとって大きな費用となっていることを指摘している．そのため，サー
ビス FDIに対する制限が大きい場合，外国企業は国内市場で生産後サービスを自ら提供すること
ができず，アウトソーシングを通じて現地企業にサービス提供を頼らざるを得なくなる可能性があ

1 https://www.wto.org/english/tratop_e/serv_e/distribution_e/distribution_e.htm
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る．実際，OECD (2001)によると，資本参加を伴わないサービス分野における国境を越えた企業
提携の数は，1989 年の 25 件から 2000 年には 1097 件に増加している．また，Vendrell-Herrero
et al. (2018) は 2013 年から 2014 年にかけてサーベイ調査を行い，米国・英国・ドイツ・日本・
中国における製造業の多国籍企業によるサービス分野の活動のうち，12％が国境を越えた企業提携
により行われていることを明らかにしている．
生産後サービスに関するこうした多様な提供形態の存在と，財貿易の自由化が進展する一方
でサービス貿易の自由化が遅れている現状を踏まえ，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010,
2016) は国際貿易の文脈で，貿易自由化と生産後サービスの関係について理論的に分析を行なっ
た．二つの論文では，注目する生産後サービスのタイミングが異なる．Ishikawa, Morita, and
Mukunoki (2010)は，マーケティングや物流，販売など，消費者が製品を購入する前に必要となる
生産後サービスに注目しているのに対し，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2016)は，耐久財の
貿易を考え，修理や保守サービスなど，消費者が製品を購入した後に必要となる生産後サービスに
注目している．購入前に実施される生産後サービスは，企業側の決定によって行われ，基本的に財
の供給をするにあたって必須となるものである．一方で，購入後に実施される生産後サービスは，
財の消費に必須となるものではなく，財を購入した消費者がサービスの利用をするか否かを決定す
る．したがって後者の場合，企業が生産後サービスを提供しない（できない）状況もあり得る．し
たがって，生産後サービスの提供のタイミングによって，貿易自由化が異なる厚生効果をもたらす
可能性がある．さらに，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2020)は，耐久財の購入者が内外価格
差から利益を得るために，生産企業の許可なく貿易を行う並行輸入に注目する．生産企業は並行輸
入による利潤の低下に対抗するため，並行輸入品の修理を拒否するインセンティブがあり，実際に
修理を拒否する事例が多く観察される．この論文は，こうした並行輸入品と修理拒否と貿易自由化
との関係を分析している．以下，それぞれの研究の概要について説明しよう．

3.1 Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)：購入前の生産後サービスと貿易自由化
Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)は，国際寡占モデルに生産後サービスを導入したモデ

ルを構築し，貿易自由化の厚生効果を検証している．具体的には，国内企業と外国企業の 2つの企
業がそれぞれの国で差別化された財を生産し，国内市場で価格競争する国際複占モデルを考える．
各々の財には，財が消費される前に必要な生産後サービス（マーケティング，物流，販売など）が
実施される必要がある．
国内で財を生産する国内企業はすでにサービス拠点を国内に設立しており，自ら生産した財に対
する生産後サービスを常に自社で実施する．一方，外国で財を生産し国内市場に輸出する外国企
業は，生産後サービスを国内の競合他社にアウトソースするか，サービス FDIを実施して国内市
場に独自のサービス施設を設立し自ら生産後サービスを提供するかの選択に直面する．前者の場
合，外国企業は国内企業にサービスの提供量に応じてロイヤルティを支払う必要があり，後者の
場合，外国企業は FDIに伴う固定費用を負担する必要がある．Ishikawa, Morita, and Mukunoki
(2010)の枠組みでは，財貿易の自由化により関税が削減され，サービス貿易の自由化によりサービ
ス FDIの固定費用が削減される．このモデルによって独自に捉えられた生産と生産後サービスの
間の関係は，以下に概説するように，貿易自由化に関する新たな厚生効果と政策含意をもたらす．
ここで，サービス FDIに必要な固定費用をK としよう．また，企業がサービスを提供する場合
の単位費用を cs とし，アウトソーシングの場合に外国企業が国内企業に支払うロイヤルティを r

としよう．後述するアウトソーシングの戦略的効果により，国内企業がロイヤルティに加えて固
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定支払いを外国企業に要求することはない．サービス提供の単位費用 cs は，自国企業と外国企業
とで共通であり，他企業の生産財にサービスを提供する際にも，同じ限界費用で実施できるとす
る．外国企業から自国企業にサービスの提供がアウトソースされる場合，r の水準は両企業の交渉
によって決定され，交渉により決定された水準 r は r > cs を満たす．国内企業はアウトソーシン
グにより利益を得るために，r > cs を満たすロイヤルティを提案する．一方，外国企業は r > cs

であったとしても，すなわちロイヤルティが自企業のサービス提供の限界費用を上回ったとして
も，サービス FDIにより自らサービスを提供するよりも利潤を高められる可能性がある．これは，
K > 0である限り，アウトソーシングによりサービス FDIの固定費用を節約できるメリットがあ
るからである．さらに，国内企業はアウトソーシングから稼ぐ利潤を考慮して，戦略的に国内への
供給を一部に減らすことにより，外国企業の財の販売量を増やすインセンティブがある．こうした
戦略的な行動が，外国企業のアウトソーシングから得られる利益をさらに増加させる．
結果的に，交渉により決まる r の水準は，外国企業の利潤をサービス FDI 時よりも高めるか，
少なくとも同じ水準の利潤を実現するものになる．サービス FDIの固定費用 K が低下するほど，
外国企業のサービス FDIにより実現できる利潤が大きくなるため，外国企業の実質的な交渉力が
大きくなり，交渉により決定される r は低くなる．すなわち，サービス FDIの自由化は，実際に
外国企業のサービス FDIを誘発しなかったとしても，アウトソーシングにおけるロイヤルティの
水準を低下させることを通じて，国内市場における企業競争に影響を与えることになる．
サービス・アウトソーシングに関する上記の性質を踏まえつつ，貿易自由化の厚生効果を検証し
よう．貿易自由化前には外国企業の財に課される輸入税が高く，かつサービス FDIの固定費が初
期時点では高いと仮定しよう．この状況から財部門の貿易自由化により関税を引き下げると，標準
的な結果と異なり，国内の消費者は財の価格上昇により損害を被り，さらに世界の厚生を悪化させ
てしまうおそれがある．標準的な分析と同様，関税引き下げは直接的には消費者と外国企業に利益
をもたらし，国内企業に損害を与える．しかし，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)の枠組
みでは，関税引き下げによる外国企業の輸出の増加は，外国企業が生産後サービスをアウトソース
することのメリットを高めるため，結果的にロイヤリティの水準 (r)を上昇させるという間接的な
影響が生じる．国内企業は外国企業に請求する rを引き上げることで，関税引き下げの悪影響を軽
減するわけである．関税引き下げに起因した rの上昇は，財価格を上昇させる働きがある．すなわ
ち，ロイヤルティの変化を通じた貿易自由化の間接効果は，消費者に損失を与えるものになる．こ
うした間接効果のインパクトが直接効果のそれを上回る場合，関税引き下げが実際に消費者に損失
をもたらし，世界厚生を減少させてしまう．
貿易自由化が消費者に与える負の影響を排除するためには，サービス部門の自由化を行いサービ
ス FDIを促進する必要がある．サービス FDIの固定費用が削減されると，国内企業が関税引き下
げに応じてサービス価格を引き上げる余地が小さくなり，負の間接効果のインパクトを低下させる
からである．すなわち，サービス FDIの固定費用が十分に削減されることにより，消費者に損失
を与えて厚生を悪化させる貿易自由化を，消費者に利益をもたらし厚生を改善する貿易自由化に
変換させることができる．強調すべきは，サービス FDI の自由化が外国企業のサービス FDI の
実施につながらなかったとしても，アウトソーシング時に外国企業が自国企業に支払うロイヤル
ティの上昇を抑えることを通じて，厚生が改善する点である．サービス FDIの自由化が，アウト
ソーシングにおける外国企業の交渉力を高め，国内企業の非競争的な行動を抑制するわけである．
Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)の結果は，財部門の自由化のメリットを国全体として得
るためには，サービス部門の自由化が条件になることを指摘しており，重要な政策含意を提供して
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いる．なお，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)のモデルとその分析の詳細の内容について
は，第 5節を参照されたい．

3.2 Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2016)：購入後の生産後サービスと貿易自由化
耐久財の貿易を考える際には，財の購入前のサービスのみならず，修理やメインテナンスなどの

財の購入後の生産後サービスが，財を継続的に消費するにあたって重要となる．Ishikawa, Morita,
and Mukunoki (2016)は修理サービスを導入した国際寡占モデルにより，Ishikawa, Morita, and
Mukunoki (2010)とは違った側面から貿易自由化の厚生効果を検証している．第 2節で説明した
ように，耐久財生産企業のメインテナンス市場の独占問題については，産業組織論の分野で分析が
行われているが，国境を越えた国際寡占競争に着目しつつ，修理・メインテナンス市場の独占問題
と，貿易自由化の厚生効果を分析した研究はなく，本研究がその先駆けである．
購入後に継続的に消費を行う耐久財は故障することがあり，故障した機器を再度使用するために
は修理サービスが必要である．消費者が購入した輸入品が壊れた場合，近くに修理サービスを提供
できる事業者がいないと，消費者は大きな費用をかけて壊れた機器を輸出元の国に送り返さなけれ
ばならない．修理サービスを効果的に行うには，他の生産後サービス同様，やはりサービス提供者
と消費者の近接性が重要となる．そのため，自動車や電気機械等の耐久財を外国に輸出する際に
は，国境を越えた修理サービスをいかに提供するかが，大きな課題となっている．一つの選択肢
は，輸出企業自らがサービス FDIにより輸出先の国に修理のための拠点を設立し，現地で輸出品
の修理サービスを提供することである．実際，中華人民共和国の商務省によると，2013年の中国
におけるサービス部門への外国直接投資 (FDI)は総 FDIの半分以上を占め，その中でも電気機械
の修理サービスへの FDIが際立っていたという2)．
しかし，修理サービスを提供するための拠点を設立するためには多大な費用がかかることや，さ

まざまな規制の存在により，輸出企業が輸出先で十分な修理サービスを提供できない場合がある．
例えばタイは，保守・修理サービスを含むほとんどのサービス分野における外資の株式所有を最大
49％に制限している3)．外国企業による修理サービスの提供が法的に認められている場合でも，国
境を越えた労働者の派遣が制限されているため，輸出企業は適切な修理サービスを提供できる熟練
労働者を現地で確保できないおそれがある．そのため，外国の輸出企業が現地にサービス施設を設
置しないという選択をすると，輸入財が壊れた場合には，消費者は購入した輸入品の使用を諦めた
り，新品を買い直したりしなければならない．あるいは輸入財の消費者は，その財を生産した外
国企業とは独立の企業が提供する有償の修理サービスに頼るかもしれない．実際，輸入財の修理
サービスを，国内で同種の製品を生産する競合企業や，独立サービス組織 (Independent Service
Organization, ISO)が，その財の生産企業の同意なしに「自主的」に提供する例が見られる4)．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2016)のモデルでは，国内企業（企業D）と外国企業（企業
F）がそれぞれの国で差別化された財（財 D と財 F）を生産し，国内市場で競争する状況を考え
る．両財は (1 − q) × 100％の確率 (q ∈ (0, 1)) で故障し，故障したユニットを使用するには修理
サービスが必要である．企業 D は財 D の修理サービスを行うための施設をすでに国内に設置し

2 China Breifing の記事「FDI in China Springs Back by 5.25％ in 2013」（2014 年 1 月 17 日）を参照 (https://www.
china-briefing.com/news/fdi-in-china-springs-back-by-5-25-percent-in-2013).
3 経済産業省『2024 年版不公正貿易報告書』，p.94 参照．
4 情報技術製品を扱う富士通は自社製品のみならず他社ベンダー製品の修理・保守にも対応している (https://www.fujitsu.
com/jp/services/infrastructure/service-desk/mvs/)．アウトドア製品を取り扱うモチヅキ株式会社は，並行輸入品を含め
たアウトドア製品の修理サービスを提供している (https://e-mot.co.jp/parallel-imports/)．
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ており，無償で修理サービスが提供される．一方，企業 F はサービス FDIの固定費用KF を負担
すれば，国内に独自の修理サービス施設を設置することができ，やはり故障した財 F に対して無
償の修理サービスを提供することができる．また，企業 D は，企業 F が自らの修理設備を設置し
ない場合，固定費用 KD を負担することで，財 F を修理するための施設を追加的に設置し，有償
で財 F の修理サービスを提供することができる．企業 D は国内企業であり，また財 D のための
修理拠点を既に展開しているため，財 F の修理体制を比較的容易に整えられると考えられる．そ
のため，KF > KD が成り立つ．
したがって，このモデルでは財 F に対する修理サービスの提供状況として，(1) サービス FDI
を通じて企業 F が自ら修理する場合，(2)国内の競合企業が有償の修理サービスを提供する場合，
(3)故障した財 F の修理サービスが国内で提供されない場合，の 3つのケースが考えられる．この
うちどのケースが均衡として実現するかは，輸入財に課される関税の水準と，サービス FDIの固
定費の大きさに依存する．すなわち，財の貿易自由化やサービス FDIの自由化は，輸入財に対す
る修理サービスの提供形態を大きく変容させる可能性がある．
この論文では，こうした修理サービスへの影響を考慮すると，関税率の低下が国内消費者に損害
を与え，輸入と企業 F の利潤を減らし，世界厚生を低下させるおそれがあることを示す．そして，
サービス FDIの自由化がなされれば，こうした財の貿易自由化の負の影響が正の効果に変わるこ
とを示す．最初に，関税率と企業 F の固定費 KF の両方とも高いと仮定しよう．同様に，企業 D

が財 F の修理をするための固定費用 KD も高いとする．このとき，どの企業も財 F の修理サービ
スを提供しないことが，均衡となる．高い関税のため，財 F の輸入量が少なく修理需要も小さい
ため，どちらの企業も財 F の修理サービスを行うことによる利益が固定費を下回るからである．
ここで，財の貿易自由化により関税率が低下したとしよう．関税率の低下により，均衡は「財 F

の修理サービスなし」から「国内の競合企業が財 F を有償で修理」する均衡に切り替わる．関税率
が十分に低くなると，財 F を修理する十分な需要があるため，比較的固定費用が小さい企業 D が
固定費を回収できるようになるからである．一方，企業 F は固定費 KF が十分に大きいため，修
理サービスを自ら提供することができない．
企業 D が財 F を修理するサービス施設を設立すると，企業 D は財 D の販売だけでなく，財 F

の修理サービスの提供からも利益を得ることができる．財 D の販売量増加は代替効果を通じて財
F の輸入量を減らし，その結果，財 F の修理サービスの提供から企業 D が得る利益も減少する．
したがって，企業 D は財 D の販売量を増やすインセンティブが低下し，財市場における企業間競
争が緩和され，財 D の価格を上昇させる反競争的効果 (anti-competitive effect)が生じる．
反競争的効果のため，貿易自由化による「修理なし」均衡から「ライバルの修理」均衡への転換
は，企業 D に利益をもたらすものの，消費者に損害を与え，世界厚生を低下させてしまう．また，
財 F の修理サービスが提供されるようになったにも関わらず，企業 F にも損害を与えてしまう．
これは，財 F の修理サービスが提供されない場合，消費者は購入した財 F が故障すると使用不能
のままになることを予見するため，予防的に財 F を多く購入するからである．本モデルでは時間
の経過を明示的に考えていないが，この「予防的購入」(pre-cautionary purchase) は故障後に消
費者が新品を買い直していると捉えることもできる．国内のライバル企業が自主的に財 F の有償
修理をし始めると，財 F のこの予防的購入がなくなり，企業 F の財 F の売上が減少する．これを
修理サービスによる市場収縮効果 (market-contraction effect)と呼ぶ．反競争的効果は企業 F に
も利益を与えるが，市場収縮効果による損失がそれを上回るため，修理なしの状況からライバル企
業の修理に切り替わることは，企業 F の利益を減少させる．
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ところで，修理サービスの提供は故障しても修理できるという意味で財 F の魅力を高めるため，
財 F に対する消費者の需要を高める評価向上効果 (valuation effect)も生む．しかし，企業 D が
独占的に修理サービスを提供しているため，企業 D は評価向上効果による利益を自社の利潤とし
て獲得するよう，独占的な修理価格を設定する．そのため，評価向上効果は企業 F に還元されな
いのである．もしもライバル企業ではなく，独立の修理業者 (ISO) が財 F を有償修理した場合，
やはり独占的な修理価格の設定により評価向上効果は企業 F に還元されない．このとき，反競争
的効果が働かないため貿易自由化による消費者利益は回復するが，反競争的効果が無い分，輸入は
ライバル企業の修理時よりも減少し，企業 F の損失はより大きくなってしまう．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)では，生産後サービスのアウトソーシングによって，
財の貿易自由化が財価格を上昇させ消費者に損害を与えてしまうおそれがあることを指摘した．
Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2016)でも，貿易自由化によるライバル企業による修理サービ
スの提供開始が価格を上昇させ消費者に損害を与えてしまうおそれがある．したがって，生産後
サービスのタイミングに関わらず，サービス部門の自由化を伴わない財貿易の自由化は，消費者に
悪影響になってしまうことが分かった．加えて，ライバル企業の修理サービスの提供により，財の
貿易自由化が貿易自体を減らし，外国の輸出企業の利潤をも下げるという，新たな悪影響も本モデ
ルは指摘している点に，新たな貢献がある．
こうした財の貿易自由化の負の効果は，Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010) と同様に，
サービス FDI を自由化することにより正の効果に転換する．ただし，そのメカニズムは異なる．
サービス FDI の自由化によって KF が減少した結果，企業 F は独自に修理サービス施設を輸出
先に設立できるようになる．その結果，財の貿易自由化による財 F の修理体制の転換は，「修理な
し」均衡から「企業 F による自社修理」均衡へと切り替わる．自社修理の場合には反競争的効果
は生じない．したがって，財の貿易自由化による消費者利益は維持される．加えて，企業 F は自
社修理を通じて評価向上効果を自社の利益として獲得できるため，貿易自由化により企業 F の利
潤が上昇するようになる．すなわち，本論文もまた，生産後サービスが存在するもとでの，財の貿
易自由化の負の影響を回避する手段として，サービス FDIを自由化する必要を指摘しており，各
国の通商政策のあり方について重要な政策含意を提供している．
さらに，国際貿易における修理サービスの重要性については，Ishikawa, Morita, and Mukunoki

(2020)が，異なる視点から分析を行っている．本論文では，耐久財の購入者が，生産者の同意無し
に低価格で販売されている国から高価格で販売されている国へと「転売」を行い，価格差から利益
を稼ぐ並行輸入 (parallel import)に注目する．並行輸入品の蔓延に対抗するため，財の生産者は
正規に輸入された財のみに修理サービスを提供し，並行輸入品の修理を拒否することがある．修理
サービスの拒否により，正規品と並行輸入品とで実質的に品質を差別化し，価格差を保つわけであ
る．そのため，生産者には戦略的に財の耐久性を低下させる誘因があり，耐久性の低下は修理コス
トの増大を通じて正規品の価格をも上昇させてしまう5)．結果として，並行輸入が輸入国の消費者
に損失をもたらし世界厚生も低下させてしまうおそれがある．さらに，財の貿易自由化が財の耐久
性の低下の程度を増大させることを通じて，そうした損失が生じる蓋然性を高めてしまう．

5 正規品の修理は無償で提供されるものの，修理コストの増大は耐久財の価格に転嫁されることになる．
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4. Morita and Waldman (2004)：モデルとその分析

本節では，第 2.1 節でその概要を議論した Morita and Waldman (2004) 第 2 節のモデル（以
下，MWモデル）の詳細と分析結果を説明する．

4.1 モデル
耐久財を生産する独占企業とその耐久財のメンテナンスを完全競争のもとで行うことができる業
界とからなる 2 期間モデルを検討する．独占企業は固定費用ゼロ，一定の限界費用 c(c ≥ 0) で 2
期間持続する耐久財を生産できる．第 1期に生産された耐久財は 1期目には新品，2期目には中古
品として 2期間持続したのち，価値ゼロでスクラップされる．新品の品質は QN で，メンテナン
スは不要である．m単位以上のメンテナンスを受ける中古品も品質 QN だが，m単位未満のメン
テナンスを受ける中古品は品質ゼロである6)．
メンテナンスは，耐久財を生産する独占企業とメンテナンス業界の企業が提供する能力を持つ．
これら企業がメンテナンスを提供するための固定費用はゼロ，1 単位のメンテナンスを提供するた
めの可変費用は 1 である．ここで，m単位のメンテナンスを提供するためのコスト mは新品耐久
財 1単位を生産するためのコスト cよりも小さい，すなわち m < c ，と仮定する．メンテナンス
業界は完全競争的であるため，この業界の企業が消費者にメンテナンスを提供することを許される
場合には，均衡におけるm単位のメンテナンス価格はmとなる．モデル分析では，メンテナンス
市場に関して 2 つのケースを考慮する．まず，完全競争的なメンテナンス業界の企業がメンテナ
ンスを提供することを許されるケースを分析する．次に，独占企業が，メンテナンス業界の企業が
消費者に自社製耐久財のメンテナンスを提供することを禁止することで，メンテナンス市場におけ
る独占企業となることを選択できるケースを分析する．
需要側では，非微小消費者の連続体を仮定し，そのマスを 1 に正規化する．各期間において消
費者 iは，独占企業が生産する新品耐久財 1単位または少なくとも m単位のメンテナンスを受け
た中古耐久財 1単位のいずれかを消費することで，viQ

N に等しい総便益を受け取る一方，m単位
未満のメンテナンスを受けた中古耐久財を消費することによる総便益はゼロである．vi は，区間
[0, V ] の一様分布に従って分布し，V QN > cとする．vi が一様分布に従うという仮定は，リース
されたユニットの期間ごとの需要曲線が，Bulow (1982) のモデルと同様に線形であることを意味
する．また，企業およびすべての消費者はリスク中立であり，割引係数 β, 0 < β < 1 を持つと仮
定する．
モデルのタイミングは次の通りである．第 1 期間は 2 つのステップから構成される．ステップ

1では，リースがオプションである場合，独占企業は新品耐久財を販売するかリースするかを決定
する．この選択は，第 2 期間においても拘束力を持つ．ステップ 2 において独占企業は，第 1 期
間に販売またはリースする新品耐久財の数量を決定する．第 2期間は，3 つのステップから構成さ
れる．ステップ 1において独占企業は，メンテナンス市場の独占がオプションである場合，メンテ
ナンス業界の企業がメンテナンスを供給することを許可するか，あるいはそれを禁止してメンテナ
ンス市場を独占するか，のいずれかを決定する．続くステップ 2において独占企業は，販売または

6 MW (2004) では，「m 単位未満のメンテナンスを受ける中古品は品質 αQN (0 ≤ α < 1) である．また，中古品のスク
ラップ価値は z に等しく，m と z はどちらも十分に小さいため，企業がその生産物を販売してコミットできる場合，すべての
中古品は 2 期間目に m 単位のメンテナンスで消費されると想定する．」としている．ここでは，結果の定性的な性質を変える
ことなく α = z = 0 を仮定してモデルを簡素化する．
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リースする新品耐久財の数量を決定し，リースの場合は，リースする中古耐久財の数をも決定す
る．同時に，メンテナンス市場の独占を選択した場合，企業はメンテナンスの価格表を決定し消費
者に提示する．ステップ 3において，中古耐久財を消費する消費者は，メンテナンスの購入量を決
定する．モデル分析における均衡概念は，サブゲーム完全ナッシュ均衡を用いる．

4.2 モデル分析の概要
まず，ベンチマークとして，独占企業が製品をリースではなく販売し，メンテナンス市場が完全

競争的であり，そして第 1期において独占企業が第 2期に販売する新品耐久財の数量にコミットで
きるケースを考える．このベンチマークケースの均衡において，期間 t に独占企業が販売する製品
の価格と数量をそれぞれ P ∗

t と q∗
t で表し，独占企業が第 1期と第 2期に得る 2期間の利潤の第 1

期割引現在価値を π∗ で表す．Bulow (1982) のコミットメントケースと同様，独占企業は q∗
2 ＝ 0

にコミットし，限界収入と限界コストが一致するように q∗
1 を設定する（便宜上，q∗

2 ＝ 0の場合は
p∗

2 ＝∞とする）．すなわち，独占企業は，第 2期に製品を生産販売しないことに第 1期にコミッ
トすることで，自身の総利益を最大化する．
その理由を理解するために，独占企業が第 2期に q2 (>0)の新品を価格 p2 (>0) で販売するこ

とにコミットするとしよう．均衡における第 2 期の利益は正となるため，p2> c が成立する．す
ると，第 1期に新品を購入した消費者は，第 2期に自らの中古品を m単位のメンテナンスを完全
競争価格 mで購入して使用した方が新品を価格 p2 (> c > m)で購入するよりも安価となるため，
価格 m でメンテナンスを購入して正の余剰を得る．したがって，第 2 期に新品を購入するのは，
第 1期に新品を購入しなかった消費者となる．独占企業が第 2期に販売する数量 q2 を減少させる
とその販売価格 p2 が上昇，すなわち，当該耐久財の第 2期における市場価値が上昇する．第 1期
に新品を購入する消費者は自らが第 2 期に消費する中古品の市場価値が上昇することを予測する
ため，それら消費者の第 1期における新品購入のための支払い意欲が上昇し，第 1期における新品
の販売価格 p1 が上昇する．これは独占企業の総利益を上昇させる結果となるため，独占企業は q2

を最小値，すなわち q2 = 0にコミットすることで総利益を最大化するのである．
次に，独占企業は製品をリースではなく販売し，メンテナンス市場が完全競争的だが，第 2期に
おける自らの行動に第 1 期にコミットできないケースを検討する．ここで，第 1 期において独占
企業が，コミットメントが可能な場合に選択すると同じ数量，すなわち q1 = q1* 単位の新品を販
売するとしよう．第 2期において独占企業は，新品を生産販売しないこと (q2 = 0) を選択するだ
ろうか？ 答えは明らかに否である．完全競争的であるメンテナンス市場から利益を上げることが
できない独占企業は，第 2期に新品を生産販売することで利益を上げようとするからである．そし
て，第 1期において消費者は，第 2期に独占企業が新品の販売を行い，それが中古品の市場価値を
低下させることを予測する．この予測が，第 1期における消費者の新品購入にあたっての支払い意
欲を低下させ，ひいては独占企業の総利益が，第 2期に新品販売を行わないコミットメントが可能
なベンチマークケースよりも低くなる結果になる．
独占企業は，第 1 期に第 2 期の生産販売量を確定できるベンチマークケースでは，第 2 期に生
産販売しないことで自らの総利益を最大化する．これに対し，第 2期の生産販売量は第 2期にしか
決めることができないコミットメント不可のケースでは，独占企業は第 2期の利益を最大化するべ
く正の数量を生産販売する．このように，第 1 期に確定できる場合の第 2 期生産販売量よりも第
2期にしか確定できない場合の第 2期生産販売量のほうが多いという意味において，独占企業は，
（第 1期と第 2期の間の）時間不整合の問題に直面している．
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時間不整合の問題が，販売しか選択肢がない場合の独占企業の総利益をベンチマークケースにお
ける総利益に比して低いものにする．では，販売でなくリースを選択できる場合はどうか？ この
場合，独占企業は製品をリースすることで時間不整合問題を解消し，ベンチマークケースと同じ総
利益を得ることができるのである．
以下でその理由を詳しく見ていこう．独占企業が製品をリースするか販売するかを選択でき，メ
ンテナンス市場が完全競争的であり，そして第 1期において独占企業が第 2期にリースまたは販売
する新品耐久財の数量にコミットできないケースを考える．この場合，命題 1で正式に述べられて
いるように，独占企業は販売でなくリースを選択し，上記のベンチマークケースと同じ総利益を上
げることができる．なお，以下において，P S

t と qS
t（P L

t と qL
t ）は，独占企業が第 t期 (t = 1, 2)

に製品を販売（リース）する場合の価格と数量を，πS(πL) は それぞれの場合の 2 期間の利益ス
トリームの第 1期割引現在価値を表す（S は Saleの S, Lは Leaseの L）．また，P LU

2 と qLU
2 は，

独占企業が第 2期に中古品をリースする場合の価格と数量を表す（Uは Usedの U）．

命題 1：メンテナンス市場が完全競争的であり，独占企業は第 2期における自らの行動に第 1期に
コミットできず，また，製品を販売するかリースするかを選択できると仮定する．その時，独占企
業はリースすることを選択し，(i)と (ii)によって特徴付けられる唯一の均衡が存在する．
(i) qL

1 = q∗
1 , qL

2 = q∗
2 = 0, qLU

2 = q∗
1 ;

(ii) P L
1 + βP LU

2 = P ∗
1 , P L

2 = P ∗
2 = ∞, πL = π∗.

この命題のポイントは，独占企業はコミットメントが不可であるにもかかわらず第 2期に新品を
リースしない (qL

2 = 0)ことを選択する点にある．その理由を理解するために，第 1期に qL
1 単位

の新品をリースした独占企業の第 2 期における利益最大化行動を考えよう．第 2 期当初，独占企
業は中古品となった qL

1 単位の耐久財の所有権を持つ．中古品をリースする消費者は，m単位のメ
ンテナンスを完全競争的なメンテナンス市場から価格 mで購入する必要があるため，独占企業は，
中古品のリース価格を新品のそれよりも mだけ低く設定する必要がある．しかし，mは新品 1単
位の生産コスト c よりも低いため，第 2 期の独占企業にとっては新品よりも中古品をリースする
ほうが有利になる．
したがって，第 2 期に独占企業が新品を生産してリースするのは，qL

1 単位の中古品をすべて
リースしたうえで，さらに製品をリースしたい場合に限られる．ここで，第 2期に新品をリースす
ることは耐久財の市場価値を低下させ，ひいては独占企業が中古品リースから上げる利益を低下さ
せる点が重要である．そのため独占企業にとっては，第 2期に新品をリースするよりは，同じ数量
の新品を第 1期にリースしたほうが有利となる．その結果，第 1期におけるコミットメントが不可
であっても，第 2期において中古品の所有権を持つ独占企業は新品をリースしないことを選択する
のである．
販売とリースの本質的な違いはどこにあるのか？ 独占企業が製品を販売する場合，第 2期にお
ける新品販売は中古品の市場価値を下げるが，中古品を所有するのは消費者であるため，それは独
占企業の第 2期利益を低下させない．これが，中古品の所有権が独占企業自身に帰属するリースの
場合との重要な違いである．すでに述べた通り，リースの場合，第 1期におけるコミットメントが
不可であっても，第 2期において中古品の所有権を持つ独占企業は新品をリースしないことを選択
する．これが，時間不整合問題の解消につながり，独占企業の総利益を向上させるのである．
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ここまでの分析は，メンテナンス市場が完全競争的である場合について行ってきた．それでは，
独占企業には製品を販売するしか選択肢がない一方で，メンテナンス市場を独占するか完全競争的
にするかを選択できる場合はどうだろうか？ 命題 2はこの質問に答えるものである．

命題 2：独占企業は製品を販売し，第 2期における自らの行動に第 1期にコミットできず，また，
メンテナンス市場を独占するか完全競争的にするかを選択できると仮定する．その時，独占企業は
メンテナンス市場を独占することを選択し，πS = π∗ が成り立つ．

命題 2のポイントは，独占企業は，製品を販売するという選択肢しかなくても，メンテナンス市
場の独占を選択することによって時間不整合問題を解消し，第 2期において新品を生産販売しない
ことを選択する，そしてその結果，ベンチマークケースと同じ総利益をあげることができる，とい
う点にある．その理由を理解するために，第 1期において，コミットメントが可能な場合に選択す
ると同じ数量，すなわち q1 = q∗

1 単位の新品を販売した独占企業の，第 2期における利益最大化
行動を考えよう．第 2期当初，中古品となった q∗

1 単位の耐久財の所有権は，形式的には消費者に
帰属する．しかしながら独占企業は，メンテナンス市場を独占することにより，これら中古品の事
実上の所有権を握ることができる．中古品は，m単位のメンテナンスを供給されない限り，価値ゼ
ロであり，メンテナンスは独占企業にしか供給できないからである．
第 2期において独占企業が q2 (>0)単位の新品を価格 p2 (>c)で生産販売するとしよう．中古

品を（形式的に）所有する消費者は，価格 p2 で新品を購入することと同じ価格 p2 で m単位のメ
ンテナンスを購入して自らが所有する中古品を消費することとで同じ便益を得る．すると，m単位
のメンテナンスを供給するためのコストmは 新品 1単位の生産コスト c よりも低いため，第 2期
の独占企業にとっては価格 p2 で新品を販売するよりも同じ価格 p2 で m単位のメンテナンスを中
古品を所有する消費者に販売するほうが有利になる．
したがって，第 2期に独占企業が新品を生産販売するのは，q∗

1 単位の中古品すべてに m単位の
メンテナンスを販売したうえで，さらに製品を販売したい場合に限られる．ここで，第 2期に新品
を販売することは耐久財の市場価値を低下させ，ひいては独占企業がメンテナンス販売から上げる
利益を低下させる点が重要である．そのため独占企業にとっては，第 2 期に新品を販売するより
は，同じ数量の新品を第 1期に販売したほうが有利となる．その結果，第 1期におけるコミットメ
ントが不可であっても，第 2期において中古品の事実上の所有権を握る独占企業は新品を生産販売
しないことを選択するのである．

4.3 まとめ
第 2期における自らの行動に第 1期にコミットできない独占企業は，製品を販売するしか選択肢

がない場合は時間不整合の問題に直面し，第 2期に新品の生産販売を行うが，これが自らの総利益
を低下させる結果となる．もし独占企業が販売でなくリースを選択することができれば，第 2期に
おける中古品の所有権を自らが握ることで時間不整合問題を解消し，コミットメントが可能な場合
と同じ総利益を上げることができる．そして，製品をリースすることが不可能な場合でも，メンテ
ナンス市場を独占することで中古品の事実上の所有権を握ることで時間不整合問題を解消すること
ができ，リースの場合とおなじ総利益を上げることができる．この利益の増大は，企業の総生産量
（第 1期と第 2期の合計）を減少させることで達成されるため，メンテナンス市場が完全競争的で
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製品を販売する選択肢しかない場合に比して，消費者余剰および総余剰は減少することになる．

5. Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)：モデルとその分析

本節では，第 3.1 節でその概要を議論した Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010) のモデル
の詳細と分析結果を説明する．

5.1 モデル
自国の代表的な消費者は，代替的でありつつも差別化されている財 D と財 F を消費し，その
間接効用関数は U(pD, pF , Y ) = V (pD, pF ) + Y で与えられる．ただし，pi は財 i (i ∈ {D, F})
の価格であり，Y は所得である．Vi ≡ ∂V (pD, pF )/∂pi とすると，ロワの恒等式により，財 i

の需要関数は xi (pD, pF ) = −Vi で与えられる．ここで，∂xi(pD, pF )/∂pi = −Vii < 0 および
∂xi(pD, pF )/∂pj = −Vij > 0(i, j ∈ {D, F}, i ̸= j) が成り立つと仮定する．前者は需要関数が価
格の減少関数であること，後者は財が代替財であることを意味する．財 D と財 F は，それぞれ国
内企業（企業 D）と外国企業（企業 F）が生産し，両企業は国内市場で価格競争（ベルトラン競
争）を行う．財の生産の限界費用は企業間で同一かつ一定であり，一般性を失うことなくゼロに正
規化される．また，財 F の輸入には従価関税 t(≥ 0) が課される．
本モデルが標準的な国際寡占モデルと異なるのは，財が生産され消費者が購入する前に，流通や
マーケティングなどの生産後サービスが国内で実施される必要がある点にある．具体的には，消費
される財 1単位に対して 1 単位の生産後サービスが実施される必要があると仮定する．また，範
囲の経済があるため，生産後サービスは財の生産者（企業 D および F）のみ実行できるとする．
生産後サービスを提供するためには，企業は国内にサービス拠点を設立する必要がある．企業

D は，国内で財 D の生産後サービスを実施するための施設を既に保持しており，限界費用 cS で
サービスを提供する．企業 F は，輸出先で生産後サービスを提供する現地拠点を設立すれば，同
じく限界費用 cS で自社製品である財 F の生産後サービスを行うことができる．ただし，こうした
拠点の設立のためには企業 F は固定費用 K を負担する必要がある．企業 F は，拠点を設けて自
ら生産後サービスを提供しなくても，企業 D と契約し財 F の生産後サービスをアウトソースする
こともできる．このとき，企業 D は同じ単位費用 cS で財 F の生産後サービスを実施でき，単位
あたり r(> 0)のロイヤルティを企業 F に請求する．

2企業の利潤 は以下のように表すことができる．

πD = [pD − cS ] xD (pD, pF ) + µ [r − cS ] xF (pD, pF )

πF =
[ pF

1 + t
− (1 − µ) cS − µr

]
xF (pD, pF ) − (1 − µ) K

ここで，t(> 0)は財 F の輸入に賦課される従価関税である．µ はパラメータであり，企業 F が生
産後サービスを企業 D にアウトソースする場合は µ = 1，サービス FDI を選択する場合は µ = 0
となる．アウトソーシングのケースでは，企業 D の利潤には財 F にサービスを提供することから
得られる利潤が加わっていることが分かる．
消費者余剰と国内の経済厚生はそれぞれ CS(pD, pF ) ≡ V (pD, pF ) − Y と W (pD, pF ) ≡

CS(pD, pF ) + πD + tpF xF (pD, pF )/(1 + t)と表せられる．W (pD, pF ) の第 3項は関税収入であ
る．世界全体の経済厚生はWW (pD, pF ) ≡ W (pD, pF )+πF となる．∂CS(pD, pF )/∂pi = Vi < 0
であるため，pi の上昇は消費者に損失をもらたす．価格の変化が世界の経済厚生に与える影響は，
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∂WW (pD, pF )/∂pi = [pi − cS ](∂xi/∂pi) + [pj − cS ](∂xj/∂pi)(i ̸= j) で与えられる．理論的に
は，∂WW (pD, pF )/∂pi がプラスになる特殊な状況もありうるが，分析を単純化するために，ここ
では ∂WW (pD, pF )/∂pD < 0 と ∂WW (pD, pF )/∂pF < 0が成立し，価格の上昇が世界の経済厚
生を低下させる標準的な状況を考える．
モデルの均衡を導出するために，以下の 3 段階のゲームを考え，部分ゲーム完全均衡を求める．

• 第 1段階：企業 D は，企業 F に財 F の生産後サービスの請負（アウトソーシング）を提案す
るか否かを決定する．提案する場合，単位あたりのロイヤルティとして r を請求することを提
示する．

• 第 2段階：アウトソーシングが提案された場合，企業 F はその提案を受け入れるか否かを決定
する．提案が行われなかった場合，あるいは企業 F が提案を拒否した場合，企業 F はサービス
FDI を実施し，自ら生産後サービスを提供する．

• 第 3段階：企業 D と企業 F が同時に各財の価格を決定し，消費者が財の購入を決定する．

5.2 モデル分析の概要
まずは第 3段階の均衡について説明しよう．企業 F が第 2段階でサービス FDIを選択し，自ら

生産後サービスを提供する場合，第 3段階の財市場競争は通常の国際寡占競争となる．この「FDI
均衡」では，各財の均衡価格は p̃D (cs, t) , p̃F (cs, t) となり，サービス提供の限界費用 cs と従価
関税率 t の増加関数となる．また，均衡利潤は π̃D (cs, t) , π̃F (cs, t) となる．FDI 均衡において，
π̃F (cs, t) = 0 を満たす固定費の水準を K = K とすると，FDI 均衡で企業 F が正の利潤を稼ぐ
(π̃F (cs, t) > 0)ためには，サービス FDIの固定費が K < K を満たす必要がある．
一方，第 2段階で企業 F が企業 D に生産後サービスをアウトソースした場合，企業 D は財 D

から得られる利潤のみならず，サービス部門から得られる利潤を考慮して pD を設定する．この
「OS均衡」では，各財の均衡価格 p̂D (r, t) , p̂F (r, t)となり，以下の補題 1が示すように，cs と t

に加え，ロイヤルティ r の増加関数となる．

補題 1： tを所与としたとき，OS均衡における r の増加は両財の均衡価格を上昇させ，消費者余
剰を引き下げ，世界の経済厚生を悪化させる．

rが大きいほど，企業Dがよりサービス部門の利潤を重視するようになるため，より高い pD を
つけて財 F の輸入を増やそうとする．また，高い rは企業 F の輸出の限界費用を引き上げるため，
企業 F もより高い pF をつけることが最適となる．財の価格の上昇は消費者に損失を与え，世界
の経済厚生を悪化させてしまう．OS均衡における均衡利潤は π̂D (r, t) , π̂F (r, t)となり，π̂F (r, t)
は r の減少関数となる．π̂D (r, t)と r の関係については後述する．
第 2段階において，企業 F は FDI均衡と OS均衡のどちらを選択するであろうか．π̂F (r, t)は

r の減少関数であるから，r の水準によって企業 F の選択が決まる．具体的には，以下の補題 2が
得られる．

補題 2：π̂F (r, t) = π̃F (cs, t)を満たす r が一意に存在し，企業 F は提示された r が r > r であれ
ばサービス FDIを選択し，r ≤ r であればサービス・アウトソーシングを選択する．K > 0では
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r > cs を満たし，K ＝ 0では r = cs となる．

もしも r = cs であったとしたら．固定費 (K)を除いた企業 F の利潤はサービス FDI時とアウ
トソーシング時とで一致するため，FDIの固定費が正 (K > 0)である限り，π̂F (r, t) > π̃F (cs, t)
が成り立つことがわかる．π̂F (r, t)は r の減少関数であるから，π̂F (r, t) = π̃F (cs, t)を満たす r

は K > 0である限り r > cs を満たし，K ＝ 0では r = cs となる．この r は，企業 F が企業 D

のアウトソーシングの提案を受け入れる最大の r である．
第 1段階において，企業 D がアウトソーシングを提案する場合，r ≤ r であれば第 2段階で企
業 F が受諾することを予見しつつ，π̂D (r, t) を最大化するように r を決める．r の上昇は，競合
する財 F の価格 p̂F (r, t)の上昇を通じて財 D の販売量を増やし，企業 D が財 D の販売から得ら
れる利潤を増加させる．また，財 F に生産後サービスを提供することから得られる単位利潤も上
昇させる．一方，p̂F (r, t)の上昇は財 F の輸入量を減らし，サービス部門における利潤を減らして
しまう．したがって，r の上昇が企業 D に与える影響は一意に決まらないが，ここでは簡単化の
ために，r ≤ r の範囲において，r の上昇が π̂D (r, t)を上昇させるケースに注目しよう（そうでな
いケースを考えたとしても，モデルの定性的な結果は変わらない）．企業 D は r > cs でないとア
ウトソーシングから利潤が得られないため，以下の補題 3が得られる．

補題 3：K > 0であるために r > cs が成り立つ場合，第 1段階で企業 D はで r = r を提案する．
K = 0であるために r＝ cs となる場合には，企業Dはサービス・アウトソーシングを提案しない．

以上の補題 1から補題 3より，ゲーム全体の均衡は以下の命題により表される．

命題 3：ゲーム全体の均衡は，K > 0 ならば OS均衡であり，K = 0 ならば FDI均衡である．

K > 0であれば，r > cs かつ π̂D (r, t) > π̃D (cs, t)であるため，企業 D はロイヤルティ r = r

でアウトソーシングを企業 F に提案し，企業 F は承諾する．一方，K = 0 では企業 D はサー
ビス・アウトソーシングから利潤を得られないため提案を行わず，企業 F は第 2段階でサービス
FDI を実施する．実際にサービス FDI が行われるのは K = 0 の特殊ケースのみであるが，以下
で見るように，K の水準は OS均衡下の貿易自由化の厚生効果に大きな影響を与える．
それでは，OS 均衡の下での貿易自由化（t の下落）の厚生効果を考えよう．初期時点のサービ
ス FDIの固定費は K = K0 > 0であり，したがってゲーム全体の均衡 OS均衡である．注目すべ
きは，以下の補題 4が示すように，貿易自由化がロイヤルティ rを上昇させるケースがあることで
ある．

補題 4：∂π̂F (r, t) /∂t − ∂π̃F (cs, t) /∂t < 0が成り立つ場合，OS均衡において貿易自由化が r を
上昇させる (∂r/∂t < 0).

r が π̂F (r, t) − π̃F (cs, t) = 0となるように決定されることは既に説明した．したがって，貿易
自由化前の r を所与としたとき，tの下落が OS均衡時と FDI均衡時の企業 F の利潤の差である
π̂F (r, t) − π̃F (cs, t) を上昇させるのであれば，企業 D がつける r は上昇することなる．すなわ
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ち，貿易自由化によって，アウトソーシングにより企業 F に発生するレントが上昇するのであれ
ば，企業 D はその追加的なレントを獲得すべく r を上昇させるわけである．
ところで，輸入税は従価税であるため，均衡価格が高いほど税負担も大きくなる．OS均衡では

財 F の価格は FDI均衡より高く，したがって OS均衡ほど税負担は大きく，貿易自由化による企
業 F の利潤の上昇分も大きくなる7)．一方，r > cs が成り立つため，OS均衡では FDI均衡より
も企業 F の輸出量は小さく，数量の面では貿易自由化による企業 F の利潤上昇分は小さくなる．
前者の影響が後者を上回る場合，∂π̂F (r, t) /∂t − ∂π̃F (cs, t) /∂t < 0が成り立ち，貿易自由化によ
り企業 D が提案する r が上昇する．
以下，貿易自由化により r が上昇するケースに絞って，その厚生効果を考察しよう．貿易自由化

は直接的には，p̂D (r, t)と p̂F (r, t)を下落させる．そのため，直接効果は消費者に利益を与え，世
界の経済厚生を改善し，企業 D の利潤を低下させる．一方，貿易自由化は r の上昇を通じて，間
接的に p̂D (r, t)と p̂F (r, t)を上昇させる．この間接効果は，逆に消費者に損失を与え，世界の経
済厚生を悪化させ，企業 D の利潤を上昇させる．
直接効果と間接効果のどちらが大きいかは，貿易自由化がロイヤルティをどの程度上昇させる
か，すなわち dr/dt (< 0) の大きさに依存する．具体的には，λi(i ∈ {D, F}) を閾値とすると，
dr/dt < λi が成り立つ時には dp̂i (r, t) /dt < 0 が成り立ち，貿易自由化により i 財の価格は上昇
する．dr/dt < min [λD, λF ] が成り立つ場合，貿易自由化により両方の財の価格が上昇すること
になる．
以下の命題 4でまとめられているように，dr/dt < max [λD, λF ]が成り立ち，少なくとも 2財
のうち，どちらかの価格が貿易自由化により上昇する場合，貿易自由化が通常の効果と異なり消
費者に損失を与え，世界の経済厚生を悪化させ，国内企業の利潤を上昇させる場合がある．特に，
dr/dt < min [λD, λF ] が成り立ち，両方の財の価格が上昇する場合，貿易自由化は必ず消費者や
世界の経済厚生に悪い影響を与えてしまう．

命題 4：K をK0 に固定したとき，関税引き下げが消費者に損失を与え (∂CS(K0, t)/∂t > 0)，世
界の経済厚生を悪化させ (∂WW (K0, t)/∂t > 0)，企業 Dに利益をもたらす (∂πD(K0, t)/∂t < 0)
場合がある．具体的には，閾値として λD と λF が存在し，dr/dt < min [λD, λF ] がこの結果が生
じる十分条件，dr/dt < max [λD, λF ] が必要条件となる．

こうした貿易自由化の悪い影響は，サービス FDIの自由化により解消することができる．K の
下落は，FDI均衡における企業 F の利潤を上昇させ，サービス・アウトソーシングのレントを低
下させることを通じて，r を低下させる8) . r の低下は，OS均衡と FDI均衡との間の価格差と数
量差を縮めることを通じて，貿易自由化によるロイヤルティの上昇の程度 (dr/dt)を縮小させる．
したがって，K がゼロに近づいていくと，ロイヤルティの変化による貿易自由化の間接効果もゼ
ロに近づく．一方で，貿易自由化の直接効果は K ＝ 0のもとでも生じる．そのため，以下の命題
3が提示するように，K が十分に小さくなると，貿易自由化の価格下落効果が回復し，消費者に利

7 さらに，貿易自由化による財 D の価格の下落は，戦略的代替効果を通じて財 F の販売量を減らし，企業 F の利潤を低下さ
せるが，OS 均衡の方が企業 F が 1 単位販売することにより稼ぐ利潤が小さいため，この販売量の低下による損失は OS 均
衡の方が小さくなる場合がある．
8 したがって，サービス FDI の自由化は，貿易自由化の悪い影響を解消するのみならず，直接的に OS 均衡における均衡価
格を低下させ消費者に利益をもたらし世界の経済厚生を改善する．
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益を与え，世界の経済厚生を改善するようになる．

命題 5： 貿易自由化前の関税率を t = t0 とし，ある K において，∂CS(K, t0)/∂t > 0 お
よび ∂WW (K, t0)/∂t > 0 が成り立つ状況を考える．このとき，サービス FDI の固定費の
閾値 KCS ∈

(
0, K

]
が必ず一意に存在し，固定費が K ∈ (0, KCS) の範囲にまで下がれば

∂CS(K, t0)/∂t < 0 が成り立つ．同様に，固定費の閾値KW W ∈
(
0, K

]
が必ず一意に存在し，固

定費が K ∈ (0, KW W ) の範囲にまで下がれば ∂WW (K, t0)/∂t < 0 が成り立つ．

つまり，貿易自由化が消費者に損失を与え厚生を悪化させてしまう状況でも，サービス FDIの
固定費用を事前に十分に下げることができれば，同じ貿易自由化を消費者に利益をもたらし厚生を
改善するものに変換できる．これは，サービス FDIの自由化が，外国企業が外部機会から得る利
潤を上昇させることにより，貿易自由化によるロイヤルティの上昇幅を抑制するからである．

6. 要約と結論

最終財を生産する企業にとって，生産後サービスを自社のみで行うのか，（その一部を）他社に
も行うことができるようにするのか，あるいは他社にアウトソースして自社では行わないのか？
これは企業にとって重要な戦略的意思決定であり，また，その意思決定が消費者，さらには社会に
与える影響は，競争政策上重要な意味を持つ．この問題への一般的な回答は存在せず，より個別具
体的なコンテクストに基づいてモデルを構築して分析するなかで，回答を模索する必要がある．こ
のような問題意識に基づいて本稿では，多くの耐久財にとって重要な生産後サービスの一つである
メンテナンスに焦点をあてて分析するMorita and Waldman (2004, 2010)と生産後サービスのア
ウトソーシングを国際貿易の文脈で分析する Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010, 2016) に
ついて，それぞれのモデル，分析結果，そしてその背後にある基本論理を中心に総括・議論した．

Morita and Waldman (2004, 2010)は，自社製品のメンテナンスを自社のみで行う（メンテナ
ンス市場を独占とする）か，あるいは他社にも行うことができるようにする（メンテナンス市場を
完全競争的なものとする）かの選択に焦点をあてる．Morita and Waldman (2004)はすべての中
古品が使用されるためには一定量のメンテナンスを受ける必要があるような状況を想定し，製品市
場において独占企業である耐久財生産企業の利潤最大化行動を分析した．独占企業は，製品を販売
する選択肢しか持たず，また，メンテナンス市場が完全競争的な場合には，時間不整合問題を解消
できずに総利潤が低下する．Morita and Waldman (2004)は，時間不整合問題は独占企業が製品
をリースすることを許されれば解消するだけでなく，製品を販売する場合でもメンテナンス市場を
独占することで解消できることを示した．そして，メンテナンス市場の独占は独占企業の総利潤を
増大させる一方，消費者と社会厚生には負の影響を与えるため，競争政策上は問題が大きい．

Morita and Waldman (2010)は，耐久財生産企業が独占企業としてではなく完全競争的な市場
において耐久財を生産するという点において，Morita and Waldman (2004)のモデルとは大きく
異なるモデルを検討した．また，中古品が必要とするメンテナンスのレベル mは一定ではなくそ
れぞれの中古品によって異なり，mの実現値は事前には不明であるが，事後的には中古品が新品の
ときにその製品を使用した消費者のみがその実現値を知るという状況，かつ消費者は，前期に使用
したものとは異なる企業が生産する耐久財に乗り換えた場合には一定レベルのスイッチングコスト
を被る状況を想定している．
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このようなモデルの分析を通じてMorita and Waldman (2010)は，耐久財生産企業は自社製品
のメンテナンス市場を独占することが許されれば独占を選択すること，さらには，メンテナンス市
場の独占は，消費者がメンテナンスを施して中古品を使用するか中古品を破棄して新品に乗り換え
るかの判断を効率的なものにすることで消費者余剰を向上させる一方で，耐久財生産企業自身の利
潤には影響しない（完全競争によりゼロ）ことを示した．すなわち，Morita and Waldman (2010)
は，耐久財生産企業が新品市場で市場支配力を持っていない場合，自社製品のメンテナンス市場を
独占することが独占禁止法上問題とはならない可能性があることを示唆している．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010, 2016) は，生産後サービスのアウトソーシングに関
して，国内企業は自社製品の生産後サービスを常に自社で実施するのに対して，外国で財を生
産し国内市場に輸出する外国企業は，生産後サービスを国内の競合他社にアウトソースするか，
サービス FDIを実施して自ら生産後サービスを提供するかの選択に直面するという設定を分析し
た．Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010) は，マーケティングや物流，販売など，消費者が
製品を購入する前に必要となる生産後サービスに注目しているのに対し，Ishikawa, Morita, and
Mukunoki (2016) は，耐久財の貿易を考え，修理や保守サービスなど，消費者が製品を購入した
後に必要となる生産後サービスに注目している．また，後者が注目する修理や保守サービスは，事
後的にある一定の確率で必要となる点で，中古品には必ずメンテナンスが必要となることを仮定す
るMorita and Waldman (2004, 2010)と異なる．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010, 2016)の主要な貢献は，財貿易の自由化とサービス貿
易の自由化との間にこれまで見落とされてきた重要な相互連関があることを見出したことにある．
通常，関税の引き下げなどの財貿易の自由化は，（税込の）輸入価格を引き下げ，輸入量を増やすこ
とを通じて輸入国の消費者に利益をもたらし，輸出企業の利潤も上昇させる．しかし，生産後サー
ビスを明示的に考慮した Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010, 2016) は，財貿易の自由化が
サービス FDIの自由化を伴わない場合，こうした貿易自由化の利益が失われてしまう可能性があ
ることを指摘した．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010)は，輸出企業によるサービス FDIが困難で現地企業
に生産後サービスをアウトソースせざるを得ない状況では，財貿易の自由化は現地企業が輸出企業
に請求するロイヤルティを上昇させ，それが結果的に財価格の上昇をもたらして消費者の損失につ
ながってしまうことを指摘した．貿易自由化が消費者に損失を与えてしまうことは，貿易自由化の
メリットの根幹を揺るがすものである．財貿易の自由化とともにサービス FDIの自由化を同時に
進めることにより，実際にサービス FDIが行われなくても，ロイヤルティの上昇を抑制すること
ができるため，貿易自由化の消費者利益を回復することができ，また世界の経済厚生を改善するこ
とにつながる．
耐久財の貿易を考えた Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2016)も，サービス FDIを伴わない
財部門の貿易自由化の問題を，異なるメカニズムにより指摘した．輸出企業によるサービス FDI
が困難で，修理や保守サービスを自ら提供できない場合，現地企業が自主的に競合品に修理や保守
サービスを提供する場合がある．一見，修理サービスの提供は輸出企業の利益になるように思われ
るが，実際にはそうしたサービスの提供により得られる利益は全て現地企業のものになってしま
う．また，修理・保守サービスが逆に新品の需要を減らすことを通じて，かえって輸出量を減らし
輸出企業に損失を与えてしまう．さらに，修理・保守サービスから追加的に利益を得るようになっ
た現地企業は，輸入量を増やすべく自社生産の耐久財の供給量を減らし価格を引き上げることによ
り，国内の消費者にも損失をもたらしてしまう．貿易自由化により消費者が損失を被るという結果
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は Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010) と共通であるが，本論文はさらに輸出企業すらも損
失を被ってしまうおそれがあることを指摘している点に，違いがある．やはり，財貿易の自由化と
ともにサービス FDIの自由化を同時に進めることで，輸出企業が自らサービスを提供できるよう
になれば，貿易自由化による消費者利益と輸出企業の利潤は回復し，世界の経済厚生も改善する．

Ishikawa, Morita, and Mukunoki (2010, 2016)の結果は，現実に世界各国でサービス部門の自
由化が遅れており，また生産後サービスを生産企業が自ら提供できない状況が問題となっているな
か，財貿易の自由化のみを先行させることに警鐘を鳴らすものである．こうした貿易自由化の負の
影響への政策的な対応は，保護貿易政策により行うべきではなく，サービス部門における自由化を
促進することにより行うべきであることを，これら論文は示唆している．
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